
７．地方消費税引き上げ分の使途について（令和５年度決算）

　平成26年4月1日から、消費税及び地方消費税が5％から8％へ引き上げられたことに伴う、
地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費
に充てるものとされています。
　令和５年度大鹿村一般会計決算における社会保障施策経費への充当状況については、
下記のとおりです。

【歳入】 市町村交付金（社会保障財源化分） 千円

【歳出】 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

14,749

406,741

（単位：千円）

区　分 決算額

財　源　内　訳

特定財源 一般財源 うち地方消費税交付
金（社会保障財源化

分）
その他

社
会
福
祉
費

社会福祉総務費 84,967 25,372 59,595 2,195

高齢者福祉 12,028 2,550 9,478 3,287 0

障害者福祉 62,406 45,162 17,244 4,800 0

0

小　計 159,401 73,084 86,317 10,282 0

0

0

後期高齢者医療 25,715 4,115 21,600 0 0
社
会
保
険

国民健康保険 11,852 4,700 7,152 0

介護保険 21,698 8,864 12,834

小　計 59,265 17,679 41,586 0 0

0 0

0

合　計 406,741 120,660 286,081 14,749 0

0

予防事業費 7,532 1,978 5,554 943 0

保
健
衛
生
費

保健衛生総務費 180,543 27,919 152,624 3,524

小　計 188,075 29,897 158,178 4,467 0


